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２０２４年度 産業機械の受注見通し 

２０２４年３月２９日公表 

一般社団法人日本産業機械工業会 

 

●今年度（2023 年度） 

内需  ３兆７，９４１億円  前年度比 11.0％増 構成比 68.9％ 

外需  １兆７，１３７億円   〃   7.3％減  〃 31.1％ 

合計  ５兆５，０７９億円   〃   4.6％増  

 

●来年度（2024 年度） 

内需  ３兆８，２２５億円  前年度比 0.7％増 構成比 67.9％ 

外需  １兆８，０９７億円   〃   5.6％増  〃 32.1％ 

合計  ５兆６，３２３億円   〃   2.3％増  

 

 

 わが国経済は、２０２３年の実質ＧＤＰが＋１．９％（２次速報値）となるなど、３

年間のコロナ禍を乗り越え、緩やかな回復基調を取り戻しつつある。個人消費の弱さが

目立つものの、民間設備投資は高水準な企業収益に支えられ、増加傾向をたどっている。

なお、先行きについては、海外経済の下振れの他、地政学的リスク拡大と資源・エネル

ギー価格の動向等が懸念される。 

 そうした情勢のもと、２０２３年度と２０２４年度の産業機械（当工業会取扱い）の

受注見通しを以下の通り策定した。 

 

 

２０２３年度 

 内需は、民需非製造業、官公需の増加により、前年度比１１．０％増の 

３兆７，９４１億円と見込んだ。 

 民需のうち製造業については、医薬品や高機能化学品の増産投資が重なった化学工業、

低・脱炭素化に向けた合成メタンや水素関連の投資が増加した石油製品や鉄鋼業、製造

ラインの更新が行われた自動車等で増加がみられたものの、原子力関連の非鉄金属、半

導体関連の情報通信機械等が落ち込んでいることから、前年度を下回るものと見込んだ。 

 非製造業については、卸売・小売等での物流関連設備の需要に盛り上がりがみられな

かったものの、火力発電設備の大口契約があったことから、前年度を上回るものと見込

んだ。 

 官公需は、都市ごみ処理装置の発注量が減少しているものの、防災・減災・国土強靱

化に向けた洪水対策や、下水・汚泥処理装置の増加の他、港湾クレーンの更新需要の増

加により、前年度を上回るものと見込んだ。 

 外需は、中国、中国除くアジア、中東、ヨーロッパ、北米等、ほとんどの地域が減少

しており、前年度比７．３％減の１兆７，１３７億円と見込んだ。機種別では、天然ガ

スへの燃料転換で低炭素化に貢献するボイラ・原動機の需要が増加したものの、化学・

石化プラントの発注が遅れた他、電子部品・ＥＶバッテリー関連のプラスチック加工機

械や運搬機械等が大きく落ち込んだ。また、水インフラ関連のポンプ、加工機械用の圧

縮機等も減少した。 
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 この結果、内外総合では、外需の減少を内需が補う形となり、前年度比 

４．６％増の５兆５，０７９億円※1と見込んだ。 

 
※1 ２０２３年度の内外総合の受注金額（５兆５，０７９億円）は、２０１５年度の５兆

４，５７６憶円以来の高水準。 

 

 

２０２４年度 

 内需は、前年度に火力発電の大口契約があった反動減があるものの、民間設備投資の

増加傾向が続く中で、素材産業から組立産業まで幅広い業種で需要が増加し、また、公

共投資もインフラ設備の老朽化対策等を中心に継続されることから、前年度比０．７％

増の３兆８，２２５憶円※2と見込んだ。 

 内需のうち製造業向けは、デジタル化、自動化・省力化、低・脱炭素化等、将来の成

長に向けた投資にけん引され、産業機械のほとんどの機種で需要拡大を見込んだ。特に、

半導体やそれらの材料等の国内生産の拡大、水素・アンモニア・ＳＡＦ・ＣＣＵＳ関連

の投資拡大等を見込んだ。 

 非製造業向けは、運輸業や卸売・小売業の物流関連投資の拡大が見込まれるものの、

前年度に火力発電設備の大口契約があった反動から、前年度を下回るものと見込んだ。 

 官公需については、洪水対策等の自然災害に対するインフラ投資が高水準を維持し、

自治体向け下水処理関連の更新需要も堅調に推移し、ごみ処理装置の発注量が増加する

ことから、前年度を上回るものと見込んだ。 

 外需は、１２機種中９機種が増加し、前年度比５．６％増の１兆８，０９７憶円※3と

前年度のマイナスから再び増加に転じるものと見込んだ。脱炭素化に向けた世界的な潮

流が加速していく中で、天然ガスのみならず、水素・アンモニア関連の投資は各国で拡

大しており、発電設備や各種プラント及び関連設備の需要が堅調に推移するものと見込

んだ。また、自動車産業でのＥＶ関連投資の継続や工場・物流関連の自動化ニーズの拡

大の他、半導体等の電子部品関連については、シリコンサイクルの好転が見込まれる中

で需要拡大を見込んだ。地域別では、北米市場の拡大やアジアの緩やかな回復の他、中

東・アフリカ等の産ガス地域の投資拡大を見込んだ。なお、中国については機種ごとに

ばらつきはあるものの、全体としては前年度並みを維持し、ユーロ圏についても下げ止

まりから緩やかな回復基調をたどると見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２．３％増の５兆６，３２３憶円※4 と見込んだ。 

 

 
※2 ２０２４年度の内需の受注金額（３兆８，２２５憶円）は、２００７年度（３兆９，４７

８憶円）以来の１８年ぶりの３兆８千億円超え。 

※3 ２０２４年度の外需（前年度比５．６％増１兆８，０９７憶円）は、２年ぶりに増加へ転

じたものの、２０２２年度の受注金額（１兆８，４８４憶円）には回復しない。 

※4 ２０２４年度の合計の受注金額（５兆６，３２３憶円）は、この１０年間での最高金額と

なる見込み。 
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※合計の過去最高額は 1996 年度の 6 兆 7,038 億円 

 

 

（前年度比：％） 

 2017 2018 2019 2020 2021 2022 
2023 

見通 

2024 

見込 

内需 △ 1.7 △ 3.1 1.9 △ 7.9 7.8 2.5 11.0 0.7 

外需 △ 6.5 26.4 △ 25.9 35.5 △ 16.7 14.4 △ 7.3 5.6 

合計 △ 3.3 6.1 △ 8.4 5.1 △ 1.6 6.4 4.6 2.3 

（アミカケは前年度比プラス） 
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１．ボイラ・原動機 
 

２０２３年度 

 内需は、食品、繊維、紙・パ、はん用・生産用等の製造業の自家発電設備の増加の

他、火力発電設備の更新需要の大口案件を受注したことから、前年度比５５．０％増

の１兆２，４８６億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、東欧の発電設備が増加し、前年度比２２．５％増の

５，５４５億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比４３．３％増の１兆８，０３２億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、自家発電設備の低・脱炭素化に向けた更新需要が増加するものの、前年度

に火力発電設備の大口契約があった反動減により、前年度比２０．０％減の 

９，９８９億円と見込んだ。 

 外需は、アジアや北米での既存の火力発電設備へのトランジション技術の導入（天

然ガスへの燃料転換や将来の水素・アンモニア混焼への改造等）に加え、効率化に向

けた廃熱ボイラや廃棄物焚きボイラ等の需要増を見込み、前年度比７．５％増の 

５，９６１億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１１．５％減の１兆５，９５０億円と見込んだ。 
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２．鉱山機械 

 

２０２３年度 

 内需は、窯業土石、鉱業の破砕設備が増加しており、前年度比５．０％増の 

２０８億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、アフリカ、東欧の資源開発設備が増加しており、前年度比 

５０．０％増の２８億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比９．０％増の２３７億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、地震や津波、台風等の自然災害に強い国づくり・地域づくりを目指した国

土強靭化対策やインフラ整備等に伴う建設関連の需要増により、前年度比７．５％増

の２２４億円と見込んだ。 

 外需は、アジアを中心とした鉱物資源の開発やインフラ整備等に伴う需要が増加

し、前年度比２．５％増の２９億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比６．９％増の２５３億円と見込んだ。 
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３．化学機械 

（冷凍機械、環境装置のうち大気汚染防止装置と水質汚濁防止装置を含む） 

 

２０２３年度 

 内需は、化学工業の化学品・医薬品の製造設備、石油精製の脱炭素設備、鉄鋼の水

素関連設備、電気機械の水処理設備等が増加し、また、下水・汚泥処理装置等の公共

投資も増加し、前年度比１２．５％増の１兆１２億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、中東、ヨーロッパ、北米の化学・石化製品や天然ガス関連が減少

しており、前年度比３０．０％減の２，９６３億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１．２％減の１兆２，９７６億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、ＧＩ基金等の政策支援もあって、水素・アンモニア・ＳＡＦ・メタネーシ

ョン関連設備や再エネ・蓄電関連の先端素材の増産投資の他、医薬品サプライチェー

ンの強化による需要増を見込み、また、地方自治体の下水・汚泥処理設備の発注量も

高水準を維持し、前年度比１０．０％増の１兆１，０１４億円と見込んだ。 

 外需は、産油・産ガス国の新・増設計画の進展に加えて、水素·アンモニア、ＳＡ

Ｆ、ＣＣＳ、合成メタン、廃プラガス化等、ＧＸ関連の需要増により、前年度比 

５．０％増の３，１１２億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比８．９％増の１兆４，１２６億円と見込んだ。 
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４．タンク 

 

２０２３年度 

 内需は、石油精製、ガス業が増加したことから、前年度比３５．０％増の１８４億

円と見込んだ。 

 外需は、アジアの化学プラント用貯蔵設備の増加により、前年度比２６倍 

（２５００．０％増）の２３億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比５１．５％増の２０８億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、石油・ガスタンクや化学品の貯蔵タンクの更新需要が中心となるが、政府

の GI 基金等の政策支援もあって、水素やアンモニア、再生可能エネルギー等のカー

ボンニュートラル実現に向けた新規投資計画の進展に期待し、前年度比１２．５％増

の２０７億円と見込んだ。 

 外需は、石炭からの天然ガスシフトによる需要増や産ガス地域の投資拡大、化学プ

ラントの貯蔵設備の更新需要等により、前年度比２．５％増の２４億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１１．４％増の２３２億円と見込んだ。 
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５．プラスチック加工機械 

 

２０２３年度 

 内需は、化学工業、情報通信機械、自動車、プラスチック製品製造業の減少により、

前年度比１０．０％減の５８８億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、北米のＥＶバッテリーや電子デバイス関連の需要が

減少し、前年度比３０．０％減の２，１０２億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２６．４％減の２，６９０億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、自動車関連の投資再開や容器包装の軽量化・リサイクル素材への対応等で

の需要増により、前年度比５.０％増の６１８億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、北米の自動車関連の投資の持ち直しや、東アジアの自動車・情報

通信機器関連の需要増により、前年度比５．０％増の２，２０７億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比５．０％増の２，８２５億円と見込んだ。 
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６．ポンプ 

 

２０２３年度 

 内需は、情報通信機械、電力等の民需が減少したものの、防災・減災等の公共投資

が増加し、前年度比５．０％増の３，４０１億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの電子部品関連の減少の他、前年度のアフリカ向け水インフラ関連

の大口案件の反動減もあって、前年度比１０．０％減の１，３４１億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比０．３％増の４，７４３億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、設備の老朽化対策、BCP 対策、大都市圏の再開発や工場・物流施設の建設

に伴う民需の増加に加え、防災・減災・国土強靱化等の公共投資が高水準を維持し、

前年度比２．５％増の３，４８７億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、アフリカ等の水インフラ整備の増加に加えて、中央アジアでのか

んがい事業の増加により、前年度比２．５％増の１，３７４億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２．５％増の４，８６１億円と見込んだ。 
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７．圧縮機 

 

２０２３年度 

 内需は、化学工業、金属製品、自動車等で減少したものの、鉄鋼の大型設備や電気

機械、情報通信機械の増加により、受注金額としてはほぼ前年度並みの前年度比 

±０％の１，４３９億円と見込んだ。 

 外需は、アジアが減少し、前年度比１０．０％減の１，３３８億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比５．０％減の２，８３９億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、製造業の加工機械駆動用の高精度・効率化に向けた更新需要の増加により、

前年度比５．０％増の１，５６８億円と見込んだ。 

 外需は、ＥＶ・半導体関連の回復の他、ＳＡＦ・ＣＣＳ等の脱炭素化に関連する需

要増により、前年度比１０．０％増の１，４７２億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２．５％増の３，０１０億円と見込んだ。 
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８．送風機 

 

２０２３年度 

 内需は、官公庁から大型設備を受注したことに加え、化学工業、自動車、電力、運

輸業、ガス業等の民需も増加し、前年度比１０．０％増の２５４億円と見込んだ。 

 外需は、中東の天然ガス関連の大型設備の受注により、前年度比６５．０％増の 

６５億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１８．０％増の３１９億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、高炉メーカの電炉転換に伴う設備投資や自動車メーカの風洞実験用の需要

の増加に加え、官公庁のごみ焼却設備向けや老朽トンネル換気設備等が堅調に推移

し、前年度比＋５．０％の２６６億円と見込んだ。 

 外需は、天然ガス関連や鉱山開発等での需要増を見込むものの、前年度の大幅増の

反動により、前年度比２５．０％減の４８億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１．１％減の３１５億円と見込んだ。 
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９．運搬機械 

 

２０２３年度 

 内需は、クレーンが官公庁（港湾）や造船、運輸業で増加したものの、マテハン設

備が半導体関連（情報通信機械）や卸売・小売等で減少し、前年度比１０．０％減の

３，１３５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアで港湾クレーンが増加したものの、アジア、ヨーロッパのマテハン

設備が減少したことから、前年度比１０．０％減の１，３９０億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１０．０％減の４，５２６億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、製造業や流通産業の自動化・省力化に向けた搬送システムの需要増に加え

て、鉄鋼・造船・港湾クレーンの更新需要が堅調に推移し、前年度比５．０％増の 

３，２９２億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、北米での自動車生産ライン向け搬送設備の増加、半導体関連の持

ち直し、港湾クレーンの需要増により、前年度比２．５％増の１，４２５億円と見込

んだ。 

 内外総合では、前年度比４．２％増の４，７１８億円と見込んだ。 
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10．変速機 

 

２０２３年度 

 内需は、食品、鉄鋼、建設等に増加が見られたものの、繊維、金属製品、はん用・

生産用、情報通信機械が減少し、前年度比５．０％減の４３６億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの減少により、前年度比１５．０％減の７６億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比６．６％減の５１３億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、物流関連機器向けや自動車関連の加工機械向け等の需要増により、前年度

比５．０％増の４５８億円と見込んだ。 

 外需は、中国除くアジア、北米の増加を見込むものの、中国市場の回復には今しば

らく時間がかかるとみて、前年度比２．５％減の７４億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比３．９％増の５３３億円と見込んだ。 
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11．金属加工機械（製鉄機械） 

 

２０２３年度 

 内需は、鉄鋼、金属製品の減少により、前年度比５．０％減の１，２０１億円と見

込んだ。 

 外需は、アジア向けの大型設備の受注により、前年度比４５．０％増の６８５億円

と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比８．６％増の１，８８７億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、鉄鋼プロセスの脱炭素化が計画されているものの、粗鋼生産量の落ち込み

に伴う更新需要の減少により、受注金額としてはほぼ前年度並みの、前年度比±０％

の１，２０１億円と見込んだ。 

 外需は、各国政府の補助金等の支援による鉄鋼メーカの脱炭素化に向けた設備投資

の増加を期待するものの、前年度に大型設備を受注した反動減により、前年度比 

７．５％減の６３３億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２．７％減の１，８３５億円と見込んだ。 
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12．その他産業機械 

（業務用洗濯機、メカニカルシール、ごみ処理装置等を含む） 

 

２０２３年度 

 内需は、官公庁の都市ごみ処理装置の発注量が減少したことに加えて、情報通信機

械向け半導体関連装置が減少し、前年度比２５．０％減の４，５３５億円と見込んだ。 

 外需は、半導体関連が東アジア、ヨーロッパ、北米で減少したものの、アジアのご

み処理装置の増加や中国の半導体関連の年度後半の持ち直しにより、受注金額として

は前年度並みの前年度比±０％の１，５７５億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比１９．８％減の６，１１１億円と見込んだ。 

 

２０２４年度 

 内需は、半導体関連の需要が年度後半から回復すると見込み、また、都市ごみ処理

装置の大型設備の発注量が前年度に比べて増加すると見込み、前年度比３０．０％増

の５，８９６億円と見込んだ。 

 外需は、半導体市場の調整局面からの回復に伴う製造装置の需要増と、アジアでの

廃棄物の焼却処理ニーズの高まりからごみ処理装置の需要が拡大し、前年度比 

１０．０％増の１，７３２億円と見込んだ。 

 内外総合では、前年度比２４．８％増の７，６２９億円と見込んだ。 
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